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TDレポート３０号記念号に寄せて

取締役社長

久 米 雄 二

今年、当社は創立70周年を迎えました。この間

に先人が築いた地歩を見れば感慨深いものがありま

す。この先も、お客さまの事業活動と日々の生活に

貢献する歴史を重ねていくことは、我々の大切な務

めです。

しかし、今後、電事法改正案が成立し、エネルギー

間の垣根が取り払われていくことで、これまでとは

違った新しい総合エネルギー産業への流れとなるこ

とが予想されます。一般市場における厳しい受注・

価格競争の継続など、当社が置かれている状況を見

れば、こういった大きな変化にきめ細かく対応して

いく努力なくしてその務めを果たすことは困難です。

中期経営計画は、「現状からの脱却と明日への挑

戦」を基本方針に掲げています。従来からの延長思

考ではなく、厳しい企業環境に打ち勝つ強靭さと、変

化の中にチャンスを見出し、新たな可能性を追求で

きる柔軟さを発揮し、「お客さまに信頼される企業」

として将来にわたりお客さまに貢献し続けることを

我々は目指しているのです。

それを実現するためには、従業員一人ひとりの能

力を高める努力と、従業員間の協力やコミュニケー

ションが欠かせないことは言うまでもありません。

しかし、なによりも新たな発想への転換が肝要です。

まずは従来の慣例に縛られることなく、なにをどう

やるべきかを、新たな目でしっかりと見直してくだ

さい。

ところで、企業として強靭さと柔軟さを養うため

には、技術の果たす役割を見逃すことはできません。

これまでの仕事のやり方の見直しも、事業内容の見

直しも、新規事業への進出も、技術のバックボーンな

くしては果たせません。

常に新しい技術を取り入れ、広く社内で共有し、業

務の効率化と安全性の向上を図るとともに、独自性

を持った開発技術を保有することで、当社ならでは

の付加価値をお客さまに提供することが大切です。

まずは技術者一人ひとりがそのことを理解し、常

に新しい技術の習得に励んでください。お客さまと

日頃接する立場の者は、お客さまのニーズを的確に

技術者に伝え、技術者と一体となって当社の技術力

向上に努めてください。

また、技術開発に携わる者は、これからの技術の動

向を常に注視し、現場と営業から最前線の声を聞き、

お客さまニーズ、社内ニーズに適った技術を遅れる

ことなく提供するとともに、我々が将来持つべき技

術に挑戦してください。

それぞれの分野の連携と継続によって、長期にわ

たりお客さまのニーズに的確に対応し、ご信頼をい

ただく企業となることができるのです。

このことはまさに経営理念のひとつ、「未来をみ

つめ独自性を誇りうる技術の展開をめざす」の本質

であると思います。

このように考えると、TDレポートを毎年発行し、

30号まで重ねることができたことには深い意義が

あります。本書は各部門の新しい技術の活用例や新

たに開発した技術を紹介しており、経営理念を体現

する一翼を担っています。

このレポートが、自部門以外の技術に触れ、興味を

持ち、他部門の仲間の努力を知るきっかけとなるこ

とを、そして明日に向かい日々挑戦する皆さんへの

一助となることを期待しています。
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独立行政法人 産業技術総合研究所
太陽光発電工学研究センター
主任研究員 大 関 崇

太陽光発電システムの安全について

固定買取制度導入後、我が国の太陽光発電（以下、
PV）システムの導入は加速的に進んでいる。昨年度
の各国の導入量を図1に示すが、中国に次いで2番目
の単年度導入量になり、世界の市場が欧州からアジ
アに移ってきている1）。この市場の拡大、導入の加速
は、歓迎される声がある一方で、不安視する声もある。
PVシステムが今後エネルギーの一翼を担うために
は、発電コストの低減が大命題であるが、それと同時
に、今後のPVシステムの健全な普及において大きく
二つの課題があると考えている。
一つ目の課題は、大量導入時におけるエネルギー
ネットワークとの協調である。すでに各処で顕在化し
ているように、配電系統での電圧問題、需給制御にお
ける周波数問題など、単純に発電コストが低減しても、
そのままのエネルギーネットワーク（多くは電力ネッ
トワーク）に繋ぐことは有効ではない。今後さらに配
電の局所的な問題から、全系の需給バランスの問題
まで、PVシステムはネットワークの中での役割を明
確にし、必要な機能や責任を持ってエネルギーを供
給する必要がある。無効電力制御やFaultRide
Through等の機能が付与された現在、今後は全系に

おける発電予測や変動抑制などを利用して需給バラ
ンス制御にどう貢献できるかを考える必要がある。
二つ目の課題は、システムの信頼性向上である。本
稿では、特にシステムの信頼性に特化して現状の課
題、今後必要なことを中心に述べる。

ここで「信頼性」とは大きく3つを含んだ意味で用
いる。「社会的受容性」「安全特性」「発電特性」の3つ
である。
「社会的受容性」は、PVシステムが社会の中で受
容されていくかどうかである。PVシステムの一般的
なイメージはクリーンであり、悪いものが無いように
思われている。PVシステムにも一般的な工業製品や
発電設備と同じく、デメリットや問題点も当然ある。
真正面から現実を見せることでPVシステムの本当
の受容性が問われる時がくるだろうと筆者は考えて
いる。
「安全特性」については、以下「構造」「電気」「労働環
境」の3つを考える必要がある。PVシステムを考え
るとき、その設備の目的が発電であるために多くの
人は「電気」について考えるが、建物に設置すること
が多いPVシステムにおける構造安全は、忘れられが
ちであるが電気よりも重要なファクターである。電
気安全は、一般的な電気工作物と同様に、感電、火災
を考える必要がある。特にPVシステムは直流電気
であることから、交流と異なる切れにくい特性がある。
特徴的なことは太陽光が照射される限りは発電を継
続することにある。一般的に事故等が起きたときに
はエネルギーの供給元を止めることを最初に行うが、
PVシステムの場合、光を遮ることが容易でないこと
から、発電が続いてしまうことが他の電気工作物と異
なる点である。労働環境安全は、施工者がいかに安

1．はじめに

特別寄稿

図1 太陽光発電の各国の単年導入量1）

2．PVシステムの信頼性
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全に施工できるかであり、屋根の上での作業、十数kg
のモジュール運搬、何より前述の太陽光照射での発
電状態であるための活線作業である。PVシステムの
施工作業は他の工事と比較して簡単なように考えら
れるが、安全な環境を確保されていればこそである。
「発電特性」については、PVシステムの本分であ
る。研究・開発や市場での関心事も発電特性の劣化
率などである。研究開発としては、長期発電特性に関
する試験方法の開発の歴史は長いが、まだ加速係数
を求めるまでの成果は得られていない。そのため、
実暴露での実績が重視されてきたが、20年、30年
の年数をターゲットにした技術であるため、実際の
データは多くない。米国のNRELの報告が最も良く
まとめられているが2）、系統的な研究は母数や年数の
長さを理由に一般解を得られてはいない。また、モ
ジュール暴露での実績データが多く実システムでの
実証データが得られるのはこれからである。住宅用
を中心に世界に先駆けて導入数が多い国は1994年
に補助金を開始した日本であり、今年で20年となる。
また、NEDOフィールドテストでは1992年から開
始されている。これらシステムが継続的な発電モニ
タリングを進めていないことは残念の極みである
（安全性もしかり）。そのため、本来であれば実システ
ムの実績が多く得られていたはずであるが、実際の
ところは今後市場の声の中でわかってくることが多
いということになる。その中でもPVRessQ!とPV-
NETが報告した例では、設置後10年以内でも初期
よりも10％以上発電特性が低下しているサイトが複
数確認されており、発電特性に関しても設置後の対
応が重要であることがわかってきている3）。また
NEDOが1996年から計測しているPVシステム50
件の結果も報告されている4）。問題がないものは良
く持ち、あるものは持たないという当然の結果が出
ており、それはシステムの差別化ができることを示し
ている。
昨今では、モニタリングサービスも多くでてきて

おり、ドイツのSMA社ではデフォルトでモニタリング
を付与している。すでにモニタリングの件数は世界
に10万件以上であり、数年分のデータの蓄積がある
と考えられる。国内が海外システムとの優位性を持
つには、機器、設計、維持管理のデータと実績のデー
タをしっかりと継続的に集めることが何よりの早道で
ある。
ここで重要なこととして、優先順位は、「社会的受
容性」＞「安全特性」＞「発電特性」であることである。
特に現在「安全特性」が見直されてきていることや、

社会的受容性、発電特性への両面への影響度が高い
ことから、本稿では「安全特性」についてさらに掘り下
げて述べる。ただし、紙面の都合もあり、構造安全と
電気安全の一部の紹介であり、本稿ですべてがカ
バーできていないことに留意されたい。

3．1 構造安全について5)

PVシステムの構造設計が適正になされていなけ
れば、長期にわたる発電設備としての安全な運用は
実現できない。そのことを吉富が図2によってわかり
やすく示している6)。文献では、PVシステムの発電
性能は「『構造設計』『電気設計』『施工』『保全』という
四要素を経由してはじめて発揮することができる」
のであり、「電気設計が失敗したとき、構造部を巻き
込むケースは珍しい」が「構造設計が失敗すると確実
に電気性能を損なう」ことから、「構造安全は全てに
先んじて確保されるべき」と指摘している。また、こ
れは設計が施工・保全よりも重要であることも示して
いる。ここで構造事故の一例を紹介する。
2013年10月、国内某所で住宅用PVシステムの
太陽電池アレイ（以下「アレイ」）落下事故が発生した。
同年2月に二階建家屋の陸屋根に設置されたアレイ
が強風下で飛散し、約20メートル離れた道路に落下
したのである。さらなる現実は、この被害者が加害者
にもなっているという事実である。つまり、飛散した
アレイが敷地外にある電柱を損壊し、さらに道路を走
行中の自動車に落下してそれを損壊しているのであ
る。幸い人的被害に波及しなかったものの、関係者が
蒙った経済的被害および精神的苦痛は決して看過で

3．PVシステムの安全について

図2 工程の順序制約と優先順位要求6)



きるものではない。このようなモジュールやアレイ
の構造事故を公式統計などから探すことはきわめて
困難であるが、現実の事故事例は決して少なくない7)。
積雪による構造破壊もその類例である。昨冬は平年
を上回る積雪が記録された地域が多く、雪によるモ
ジュールの破損や架台の破壊といった事故が発生し
ている。これらも自然災害と判断される場合が多い
と聞くが、法定積雪荷重に対し必要な耐力を満足して
いたか否かの十分な分析が必要である。
構造安全において何よりも重要なことは設計であ
る。外力の代表は「風」「雪」「地震」である。国内では
この中で「風」が最も重要な設計項目となる。現行法
には、PVシステムに係る風荷重算定式が3つある6)。
建基法 告示1458号の式は外装材用算定式（外装材
式）であり、平均速度圧に対してピーク風力係数と面
積を掛け合わせた基本構造をしている。これに対し、
建基法告示1454号とJISC8955の式は構造骨組
用算定式（構造骨組式）であり、速度圧に対して風力
係数と面積を掛け合わせた基本構造をしている。外
装材式と構造骨組式との間には、その構成において、
平均速度圧と速度圧の違い、ピーク風力係数と風力
係数の違い、という二つの違いがある。また、構造骨
組式のみがガスト影響係数という変数を持つ。この
変数は風の乱れや風の変動といった、風の時空間的
変動に対する建物全体の挙動を表す係数である。構
造骨組式では、風力変動による部分的荷重効果が梁
を通じて全体に分配するために工作物全体の弾性的
挙動を前提にすることが出来る。この様相を表すこ
とを目的に構造骨組式では、風向毎に一定な風力係
数とガスト影響係数の積で特徴づけられている。こ
れに対し外装材（モジュール等の小面積部材）では、
個々の部材が局所的な風力変動の影響を直接的に受
けるため、建物表面での配置ごとに最大の風力が異
なる。この様相を表すことを目的に外装材式では、風
の局所的変動の影響をピーク風力係数中に取り込ん
でいる。結果として、構造骨組式と外装材式の最大の
荷重効果は、大きく異なる。例えば、屋根一体型では、
強風を受ける棟の角部付近（超局部）において両式の
算定結果には1：2（構造骨組式：外装材式）もの荷重
差がある。そのため、外装材式を適用されるべき「モ
ジュール」に対し、JISC8955などの構造骨組式を
誤用すると、設計用風荷重を半分しか見積もってい
ないことになる。電気設備技術基準解釈は、PVシス
テムへの外力計算、中でも風荷重に関しJISC8955
を参照し、これを法規として準用している。しかしこ
のJISはモジュール全てと架台の大半を範疇外とし

ているため、現実のPVシステムに適用出来る場面
はまず存在しない。傾斜屋根を例にとると、
JISC8955の工学モデルは、格子型のような構造骨
組モデルにのみ有効であって、現在主流の縦梁型や
直接固定型といった外装材型モデルに用いると、設
計用風荷重を過小に見積もることになる。これは、
「外力計算をしたものの誤っている」という遂行エ
ラーの典型の一つである。また、国土交通省は、国住
指4936号において地上設置PVシステムを建基法
から除外し所轄を電事法に移管する一方で、国住指
1152号を通じて、建物上のPVシステムを建基法の
規制下に置いている。建基法は、構造モデルすべて
をカバーしている。これは外力計算だけでなく、耐力
の見積もりについても同様である。ただし、PVシス
テムの風力係数を完備しているわけではない。今後
風洞実験を重ね風力係数の充実を図る必要がある。
構造に掛かる事故の主要因は設計エラーである。
設計エラーが発生する要因には、前述の法規類が非
常に複雑であり、未整備な点がまず挙げられる。それ
に加えて、うっかりミスによる「遂行エラー」と最初か
ら取り組んでいない「省略エラー」という二つの人的
側面があると考えられている8)。「遂行エラー」の例に
は、先述の通り、外装材モデルを構造骨組モデルと取
り違えるなどして強度不足となる、事故予備軍が挙
げられる。これらは法令の難解や設計者の不注意を
背景とするものであるから、よくある失敗事例を整
理し公開するだけで予防できる可能性が高い。一方、
「省略エラー」には最初から構造計算をしないという
不作為がある。遂行エラーにはしばしば「ミス」のラ
ベル語が当てられ厳しく糾弾される。しかしながら、
ミスは努力により減らすことは出来ても、本質的に根
絶出来ないものであるため、罰を与えてはならない。
これに対し省略エラーは故意の違反であり不正であ
り、今後の改善を考慮するうえでは、これら二つは明
確に区別する必要がある。
設計エラーを改善するために、法規類、ガイドライ

ンの整備、設計者の教育、設計の検査体制などさまざ
まなことが考えられる。しかしながら、特に遂行エ
ラーは、記述的理論における、行為者に帰責するばか
りでなく、行為者を取り巻く環境をも考慮に入れて考
える必要がある。この点から設計省略を促す環境要
因として、補助金政策が要因の一つであることも推
定されており5)、本質はより複雑である。

6
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3．2 電気安全性について9)

PVシステムの導入が先行する欧州や米国では、す
でにPVシステムを出火原因とする複数の火災事例
が報告されている。たとえば、ドイツの研究機関の調
査10)によれば、表1に示すように1995年から2012
年の間にドイツにおいてPVシステムに関わる火災
事故が約400件発生している。そのうち、PVシステ
ムが出火原因ではないがPVシステムが何らかの被
害を受けたものが220件、PVシステムが出火原因
とされているものが約180件あったと報告されてい
る。一方、日本でもこれまで住宅用PVシステムを中
心にPCSや接続箱からの出火事故が報告されてい
たが、2011年9月に千葉県でモジュールが出火原
因と疑われる住宅火災事故が初めて報告され11)12)、
また、2013年にはやはりモジュールを焼損する火
災事故が京都府13)および新潟県14)で発生している。
火災事故においては、出火元がPVシステムか否かに
よらず、PVシステムが付帯している建築物で日中火
災が発生した場合には、PVシステムの運転を停止し
たとしても、モジュールが発生する電圧により、消火
活動や残火確認中などの消防隊員が感電するリスク
が存在するということである。実際に近年、国内にお
いて複数名の消防隊員の感電が報告されている12)15)。
海外ではUL16)の実験や欧州のプロジェクトにおい
て消防活動における感電リスクに関して各種検討が
行われている17)。その中では、以下のような観点で
検討が行われている。
・放水時における感電リスク
・ケーブル等による導体切断における感電リスク
・夜間照明による発電特性と感電リスク
・火炎による発電特性と感電リスク
・残火処理における再出火防止と遮光方法
また、その中で欧米の消防は、暫定的に感電防止策
を提案している。例えば、消防隊員の手袋や靴等の
防具に電気絶縁性を持たせることや、放水ルールと
して、スプレーとフルウォーターそれぞれの近接可能
距離の算出をしている。また、消火開始前に活線区
間を最小化するために、太陽電池アレイに近い位置
での直流電路開放方法なども策定している。さらに、
PVシステム所有者に対して、建物へのPVシステム
の標識掲示や、配線経路情報として、消防へ配線図を
提出することも定められている。
国内では、総務省消防庁消防研究センターが、欧米

における検討項目の追試的な実験を行っている。ま
た、燃焼性ガスの分析や、モジュール落下のリスクと
して火炎の熱で太陽電池モジュールのガラスが大き

な破片や鋭利な破片となる可能性など、新たな知見
も示している。これら各種実験結果から得られた消
防活動時の注意事項が報告書にまとめられている18）。
特に「太陽光発電システム火災に関する消防活動上
の注意事項・留意点一覧（住宅火災編）」として消防活
動開始前、消火活動中、火炎鎮圧後の3項目にわたっ
て具体的な留意事項がまとめられている。また、東
京消防庁も消防隊員のリスクに関する調査を行って
おり、「太陽光発電設備に係る防火安全対策検討部
会」の検討結果の報告書を公表している。その中で
は、具体的な燃焼実験も行っており、太陽電池モ
ジュール間の延焼性については、通電状態ではない
が、延焼のリスクが低いことを示している。また、PV
システムの設置場所の留意やPVシステムの存在を
示すための表示を推奨することにも言及している。
これらの検討結果は「太陽光発電設備に係る防火安
全対策の指導基準について」として具体的な基準を
定めている19）。現状は、本基準は義務的な扱いでは
なく、指導となっているが、消防サイドから提示され
た具体的な基準としては国内初の文書である。

3．2．1 PVシステムの火災要因20)21)

PVシステムの火災要因はモジュール由来とモ

表2 独におけるPVS関連火災の調査事例10)

（1995年〜2012年）

220件PVS以外の出火原因でPVSが被災

10件建築物倒壊

PVSが出火原因
65件建築物が被災

49件PVSが被災

55件PVS構成機器が被災

図3 2011年9月に発生した住宅用PVSの火災事故
(写真提供：船橋市消防局)
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ジュール以外に分けられる。モジュール由来では「バ
イパス回路（BypassRoute。以下「BPR」)の開放
故障」であり、モジュール以外では「DCアーク」が要
因である。
モジュール由来のBPRの開放故障とは、以下の事

象である。
太陽電池モジュールのセルの一部が出力低下した
場合、一定のセルストリングに対してダイオードが並
列接続されている（この単位をクラスタと呼ぶ）。こ
れは部分的なセルの出力低下により、そのセルに逆
バイアス電圧が印加される状態により致命的な故障
をさけるために接続されており、このダイオードをバ
イパスダイオード、回路全体をBPRと呼んでいる。
このBPRが開放された場合には、セルに致命的な逆
バイアス電圧が印加し、それにより局所的な高温、部
材の融解や損傷、アーク発生による燃焼も考えられ
る20)。さらに太陽電池モジュールはその1枚での延
焼性は小さいと考えられているが、屋根置き等太陽
電池モジュールの裏面に木の葉など可燃物があるこ
とを想定することは容易であり、裏面の可燃物への
延焼により故障から事故に発展するリスクが推測さ
れている。
図4は産総研で発生したモジュールの深刻なトラ

ブルの一例である。このモジュールでは、まずセル
の相互接続部に何らかの接触不良が発生した。やが
てその部分が導通不良状態となり、当該回路に並列
に用意されているBPRに電流が迂回する状態へと
移行した。その状態が約4年程度経過したのちBPR
が開放故障となったため、セルが逆バイアス状態と
なり、やがて発生した直列アークによる急激な発熱が、
図4に示すようなバックシートの焼損と表面ガラスの
全損をもたらした。なお、この状態になっても日照下
にあるモジュールは発電を続け、摂氏500度以上に
達する部分がおよそ半年にわたって観察され、最終
的には当該モジュールの電気回路は完全断線し発電
を停止した。BPRは安全性能の観点から重要な「安全
弁」の役割を果たしており、BPRの開放故障は、事故
に発展するリスクがあるため、本事象を発見する方
法の開発、また発見した場合には速やかな交換が必
要である。
モジュール以外における「DCアーク」には「地絡

アーク」「直列アーク」「並列アーク」の3種類がある。
地絡アークは名称の通り、地絡を起点に発生する
アークであり、直列はケーブルやコネクタ等、電気回
路の直列上に発生するアークである。並列アークと
は、正負極間の短絡事故やストリング間の短絡事故な

どを含む、電気回路上の並列関係に発生するアーク
を示している。地絡、各短絡が発生する要因はさま
ざまであり、例えばこれまでの事例では、ケーブルが
架台に挟みこまれる事例や、集電箱やパワーコンディ
ショナの配線部分で端子間の短絡、モジュール裏面
と金属部の接触、ケーブルの金属管へのはさみこみ
などがある22)。これまでのDCアーク事故事例からの
教訓において重要なことは、事故点の発見ができな
かったことがある。米国のベーカーズフィールドの事
故では1点目の地絡を発見できなかったことにより、
2点目の地絡時には停止が容易でない閉回路が構成
され、それにより火災事故を止めることができなった
と要因分析されている21)。事故点の早期発見は何よ
り重要である。なお、短絡的にこのトラブルの原因を
施工不良とみなす人々も多いが、施工の問題を疑う
前に、ヒューマンエラーを誘発するような設計になっ
ていないかを考える客観的視点が必要である。例え
ば、事例が多いとされる接続箱やパワーコンディショ
ナの端子間短絡や締め付け強度不足に関して、ガ
タースペースや端子台の位置など、施工性の観点を
考慮した設計になっていなければ、施工不良でなく設
計不良であるためである。

PVシステムの直流電気による火災リスクを低減
する方法として考慮する点は以下の4つである。
①故障・事故の防止設計
②故障・事故箇所の早期検知・発見
③故障・事故状態の停止・除去

図4 産総研で発生したモジュールの深刻なトラブルの例

（モジュール裏面のインターコネクタ接続部が激しく焼損し，その一
部は日中500℃以上になっていた。表面ガラスは全損している）

4．PVシステムの火災リスク低減23)

特別寄稿
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④故障・事故箇所・状態の拡大防止
第一義的には、故障・事故を発生させないための設
計である。信頼性の高いBPRを利用すること、DC
アークの事故にならないような接続機器、接続方法、
施工性の良い設計をすること等がある。故障・事故を
完全になくすことはできないが、②～④は事故が発生
した後の対策であるため、優先順位としては、設計の
次に考慮するものであることを忘れてはいけない。
発生時の保護として②の故障・事故箇所を早期に
検知する手法が必要である。BPRに関しては、現状
ではオンサイトで発見する手法については、例えば、
IVカーブの特性曲線による判定や、被影と配線探査
機などが提案されている3)。DCアークに関しては、地
絡検知装置やArcfaultcircuitinterrupter（AFCI）
などがある。これらは、技術的にも課題は残しつつも
一定の検知・発見は可能なレベルである。しかし、あ
くまで検知・発見技術であるため、その後の③の停止、
除去のステップを同時に考える必要がある。③の停
止・除去は、②の検知・発見より技術課題が多い。一
般的には遮断器を利用してシステム停止を行うので
あるが、どの単位（モジュール、ストリング等）、どの箇
所で遮断、切り離しを行うかについて課題が残されて
いる。
最後に③までの停止、除去ができない場合、故障・
事故が拡大するのを防止することを考える必要があ
る。例えば、ケーブルを伝って導火線のように延焼す
るケース、接続箱が樹脂製であったため隣接する他
の接続箱へ延焼したケースなどが報告されている。
もし各種部材が不燃性のものであれば、事故状態を
除去できない最悪の場合においても、事故を最小限
の範囲におさえることができる。ただし、難燃性部材
については、難燃性の定義が業界により異なることも
あるため、燃焼材料の確認試験方法の条件も今一度
確認する必要がある。
また、BPR開放から発生する太陽電池モジュー
ル由来の火種が、屋根と太陽電池モジュールの隙間
にある部材による延焼リスクも存在する。近年UL
が、太陽電池モジュールと模擬屋根の間に火種を入
れた場合の燃焼性の試験を提案し、UL認証におい
て追加要求されている。この試験が追加された背景
は、屋根の耐火等級が良いものでも、太陽電池の耐火
等級が低いものを屋根に設置した場合、その屋根の
耐火等級が落ちる可能性があることが確認され、建
築関連規制から要請があったことも要因のひとつで
ある24)。

国内外のプロジェクト等の動向として代表的なもの
を紹介する。欧州では2011年2月～2014年1月
まで、FraunhoferISEとTUVRheinlandが中心に
実施したプロジェクトがある。最終の報告書はまだ公
表されていないが、Webよりワークショップの発表資
料がダウンロード可能である17)。米国では、Solar
ABCsにおいて中心的に実施されている。こちらも
Webから各Whitepaperがダウンロード可能であ
る25)。ま た、米 国 ではNationalelectricalcode;
NECも連動して改定作業が進んでおり（最新はNEC
2014）、例えば地絡検知機能の強化や直並列アーク
の検知機能であるAFCIを義務化などが明文化され
ている。
国内では、2012年度より2014年度まで、経済

産業省から三菱総合研究所が受託した「新エネル
ギー等共通基盤整備促進事業」の中で26)、「太陽光発
電システムの直流電気安全性に関する基盤整備」の
プロジェクトを産業技術総合研究所、関電工株式会社、
JX日鉱日石エネルギー、日本電機工業会、みずほ情
報総研株式会社にて共同実施している。本プロジェ
クトでは、PVシステムの直流電気安全設計ガイドラ
イン作成を目的としおり、国内外の事例・動向調査、
国際標準化の調査を中心に実施し、現在のPVシステ
ムのリスク評価を踏まえて、設計基準の策定を検討し
ている。現状システムのリスク評価に関しては、実証
設備にて模擬地絡、短絡を発生させて、どのような挙
動を示すか等の実験も実施している。特に逆流防止
素子（ブロッキングダイオード）に関しては、効果や仕
様、信頼性を実証試験により明確化し、IEC62548
に対して、使用義務付けを提案することも検討してい
る。また、地絡に関しては、既存対策技術の一つとして、
現状のパワーコンディショナがもつ地絡検知機能の評
価を行い、ブラインドスポットの有無の確認を行って
いる。これまでの取り組みを踏まえて、今後国内にお
いて重要なディスカッションポイントは以下であると
考えている。
・火災発生・延焼のメカニズム解明
・対策技術開発
・対策技術の試験方法の開発
・システム設計・運用方法のガイドライン作成
・安全基準の決定
・関連法令の整備；電気事業法、電気設備技術基
準解釈

5．国内外プロジェクト等の動向
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・IEC、JISなどの標準、規格の整備
メカニズム解明から対策技術、そのガイドライン作

成に加えて、安全については一定の義務化を考える
場合、関連法令の整理、国際整合性も踏まえた標準化
の整備、用語統一を含む整合性の確認も重要となる。
また、安全基準を考える上では、感電レベル・事故発
生電圧レベルをどこに抑えるかの議論が重要となる。
感電においては、死傷レベル感電とそれ以外の感電
とに大別することができ、それぞれ生理学的意味とリ
スクの性質が異なる。一般に感電事故といえば、皮
膚経由の感電であるマクロショックのうち、ジュール
熱由来の火傷や50mA・sec程度の交流電流が引き
起こす心室細動といった死傷レベルの感電を指す。
このような、電流によって直接死に至る感電について
はIEC60479-14において戦前からの人体実験の
成果が集約されている。同文献のグラフから直流は、
150mA・sec程度という、交流よりも安全側の心室
細動しきい値を持つことが読み取れる。ただしこの
値は脈動の無い純直流を前提とした値であり、日射
に応じて電圧・電流が刻々と変化するPVシステムに
は必ずしも当てはまらないため、厳格側の交流しき
い値を採用するべきかの議論が必要である。また、
知覚レベル・不随意レベルの感電についても、不意の
電撃に驚き体勢を崩した作業者は高所から滑落する
恐れがあるため、PVシステムが屋根等に設置され
ていることを考えると、さまざまなケースで考慮す
べき事象である。人体抵抗を500Ω程度に想定した
場合、事故時にどの程度の電圧レベルまで低減する
ことを要求するかと関連する。また、DCアークは
20V程度でも発生することが報告されている。安全
基準を考えるうえで、事故除去状態をどの電圧レベ
ルとするか、言い換えればどの単位（例えば太陽電池
モジュール単位）で切り離すことを要求するかと関連
するため、十分な議論が必要である。
国際的な動きとしては、IECでの議論や、QA
フォーラムなどが実施されている。機器としては、
モジュール関係では、IEC61215(JISC8990)
（ま た はIEC61646(JISC8991)）、お よ び
IEC61730(JISC8992)が存在するが、これは20
～25年といった長期耐久性を確認する試験方法で
はなく、せいぜい5～10年を想定したものである29)。
最近は、IEC61730は新しいエディションに改訂
されていることや、先のBPRを含むジャンクション
ボックスに関する新しい規格の動きもある。ただし、
残念ながらBPRへ通電した電流サイクルなどはま
だ未検討である。これらは最低限の基準とされてい

るが、現在の固定価格買取制度では、10kW未満の
PVシステムの設備認定基準には、上記試験方法を含
む第3者認証が要件として含まれているが、10kW
以上の認定基準には、それすらも含まれていない現
状がある30)。パワコンに関してIEC62891や信頼性
に関する議論、モジュールレベルの機器、いわゆるオ
プティマイザーやACモジュールなどの規格も議論
されている。また、全体の認証関係の議論として従
来のIECEEから、再生可能エネルギーに特化した
IECREが設立され、PVも所属することになった。そ
の中では機器認証からシステム認証への議論もなさ
れている。IECREでのディスカッションにおいても、設
計（62738、62548）、工事（現状なし）、竣工試験
（62446、61829）、維持保全（61724、+α）そ
れぞれについてIECでもシステム関連規格・標準の現
状がまとめられているが、特に設計、竣工、維持保全が
足りていないことが述べられている。また設計に関し
て、IECでは電気設計が基本のため、構造設計は構造
側で見る必要がある。いわゆるメンテナンスと呼ば
れる、竣工、維持保全関係では、IEC62446などがド
キュメント化され、プラント認証に近い形が想定され
ているが、中身の議論はまだ十分とはいえない。
国内では、住宅用PVシステムなどに代表される
50kW未満の一般用電気工作物については、保守・
保安点検の法的義務がない。（一社）太陽光発電協会
はこの範疇のPVシステムについて、JEM－
TR228（小出力太陽光発電システムの保守・点検ガ
イドライン）をもとに保守点検ガイドライン27)28)を用
意しているが、それが実施されるか否かは所有者次
第である。一方、50kW以上の自家用電気工作物に
ついては、電気主任技術者による保安が義務付けら
れているが、実際にはPVシステムに精通した電気主
任技術者は少なく、また技術的知識を習得する機会
にも恵まれていない。このような実状から、特にモ
ジュールを含むPVシステムの直流部分については
運用の実態に関する情報が把握・共有されていない
という問題がある。
PVシステムの安全を確保するためには、国内では、
上記のような現状を整理し、IECなど国際整合性も
見つめながらも、電気事業法、建築基準法など国内法
体系の整理から実務レベルが活用できるガイドライ
ン策定、教育といった国内における業界全体の体制
構築を急務として行う必要がある。

特別寄稿
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本稿ではPVシステムの安全に関しては、現状の課
題と今後必要なことについて概要を述べた（電気学
会誌2014年10号の特集に詳細があるため参考に
されたい）。
維持・保全技術（いわゆるメンテナンス）は確かに
重要である。しかしながら、最初から悪いシステムを
維持・保全・保守・管理することは意味をなさない。
将来のPVシステムが、その本質であるエネルギー源
として利用されるようになるために、本来の設計技術
を再度見直し、それを正しく維持保全することが重要
であると考えている。安全を基準とした設計と維持
保全の技術はまだ確立されているとは言えない。こ
の両輪の技術開発がPVシステムの将来を支え、その
技術者が国内エネルギーを支えると確信している。
本稿がその一助になれば幸いである。
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